
平成29年度 水道事業会計決算

平成29年度 公共下水道事業会計決算

29年度

人件費　３億４千万円（3.4％）

下水道施設の建設・更新などに要する経費　38億９千万円（39.0％）

下水道施設の維持管理など日常の事業活動に伴う収支（収益的収支）

下水道施設の建設・更新などの投資にかかる収支（資本的収支）

収入

支出

下水道使用料　55億８千万円（46.3％）

120億５千万円

118億9千万円

99億７千万円

内部留保資金 51億２千万円 資本的収支不足額 39億２千万円ー ＝ 翌年度繰越資金 12億円

減価償却費に対する補助金等の収益化額　38億6千万円（32.0％）

汚水をきれいにしたり、雨水を排除するために必要な費用、
使用料を収納するための費用など　27億５千万円（23.1％）

固定資産の減価償却費および除却費　75億２千万円 （63.3％）

人件費　３億円 （2.4％）

借入金の支払利息
16億２千万円（13.6％）

収入

支出

借入金　31億６千万円（52.2％）

60億５千万円

借入金の元金償還　60億８千万円（61.0％）

国庫補助金　12億円（19.8％）
一般会計からの繰入金など
16億９千万円（28.0％）

一般会計からの
繰入金など
26億１千万円（21.7％）

※収支不足額39億２千万円は、現金支出
を伴わない減価償却費や前年度からの繰越
金など、内部留保資金で補てんします。

水道施設の維持管理など日常の事業活動に伴う収支（収益的収支）

水道施設の建設・更新などの投資にかかる収支（資本的収支）

収入

支出

水道料金　95億３千万円（87.3％）

109億２千万円

79億４千万円

71億１千万円

内部留保資金 80億円29年度の

大分市の財政は、早期健全化基準・経営健全化基準をすべてクリアしています

給水人口……………… 475,916人 給水世帯……………  218,275世帯 普及率…………………………  99.52％
年間給水量 ………  50,671,995㎥ 1日最大給水量………   149,948㎥ 1人1日当たりの平均給水量…… 292ℓ

資本的収支不足額 52億２千万円ー ＝ 翌年度繰越資金 27億８千万円

減価償却費に対する補助金等の収益化額　７億５千万円（6.9％）

水をきれいにして家庭に届け、水道料金を収納するまでの費用
41億８千万円（52.6％）

人件費　11億９千万円（15.0％）

人件費　２億8千万円（3.9％）

固定資産の減価償却費および除却費　32億円（40.3％）

借入金の支払利息
５億６千万円（7.1％）

収入

支出

借入金 10億円（52.9％）

18億９千万円

水道施設の建設・更新に要する経費　45億２千万円（63.6％）

国庫補助金　3億円（15.9％）
一般会計からの繰入金など
５億９千万円（31.2％）

借入金の元金償還　25億９千万円（36.4％）

分担金など
６億４千万円（5.8％）

収支差益
29億８千万円
純利益（消費税抜き）
26億６千万円

収支差益
１億６千万円
純利益(消費税抜き)
0円

※収支不足額52億２千万円は、現金支出を伴わない減価償却
費や前年度からの繰越金など、内部留保資金で補てんします。

問　上下水道局経営企画課　☎538-2404

処理区域内人口……………  301,524人 処理区域内世帯…………  139,563世帯 普及率………………  63.1％
年間処理水量（※１）……  43,505,531㎥

（※1）年間処理水量・・・処理した汚水の年間の水量。
（※2）年間有収水量・・・年間処理水量のうち使用料徴収の対象となった年間の水量。

（※3）有収率・・・処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水の割合。有収率が高いほど
　　　　　  使用料徴収の対象とすることができない地下水や雨水などの不明水が少なく効率的。

年間有収水量（※2）……  32,981,355㎥ 有収率（※3）　………  75.8％

41億３千万円の黒字決算

１,７78億2千万円（歳入）ー
１,７30億円（歳出）

◎形式収支　48億2千万円

48億2千万円（形式収支の黒字）ー
6億9千万円（翌年度へ繰り越すべき財源）

◎実質収支　41億3千万円

（前年度比46億9千万円減）
市民1人当たりの地方債残高 36万円

（前年度比1万円減）

◎なお29年度末現在の地方債残高は
　1,723億7千万円です。

２９年度の目的別歳出金額と主な事業

給水
状況

業務
状況

特別会計の名称
水道事業会計
公共下水道事業会計
公設地方卸売市場事業特別会計
農業集落排水事業特別会計

－
－
－
－

資金不足比率 経営健全化基準

20.0

■決算に係る資金不足比率 （単位：％）

※　表中「－」は、該当比率がない（資金不足額がない）ことを示しています

各基準は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づくものです。

29年度の

歳出総額
1,730億円

人件費
280億円（16.2%）

義務的経費
995億3千万円
（57.5%）

その他の経費
509億6千万円
（29.5%）

投資的経費
225億1千万円
　（13.0％）

扶助費
519億円
（30.0%）

公債費 196億３千万円（11.3%）

普通建設事業費
220億9千万円

（12.8%）

災害復旧費
4億2千万円

（0.2%）

物件費 193億1千万円
（11.2%）

繰出金 147億円
（8.5%）

補助費 106億2千万円
（6.1%）

投資および出資金・貸付金
39億6千万円（2.3%）

その他 23億7千万円（1.4%）
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歳入総額
1,778億2千万円

市税
786億6千万円
（44.2%）

県支出金 115億5千万円
（6.5%）

地方交付税 91億2千万円
（5.1%）

地方消費税交付金 89億3千万円
（5.0%）

繰越金 50億円
（2.8%）

その他 174億7千万円
（9.9%）

国庫支出金
336億8千万円
（19.0%）

市債 134億1千万円
（7.5%）

問　財政課　☎537-5607
問　財政課　☎537-5607

議会費……
総務費……

民生費……

衛生費……

労働費……

農林水産業費…

商工費……

土木費……

消防費……

教育費……

災害復旧費…
公債費……

9億円
165億3千万円
■地域づくり交付金事業
■豊予海峡ルート推進事業
■国際スポーツ誘致推進事業
■大分市地域まちづくりビジョン策定事業
742億5千万円
■保育所等運営事業
■障がい者自立支援費
■高齢者ワンコインバス事業
136億2千万円
■予防接種事業
■子ども医療費助成事業
■水素エネルギー導入推進事業
2億2千万円
■高齢者と若年者などの就労推進
21億2千万円
■人・農地プラン推進事業 
■おおいた産品創出・魅力発信事業
■大分市産材利用促進事業 
54億6千万円
■企業立地推進事業
■おおいた物産・食・観光魅力発信事業
■「チャレンジ創業！」
　大分市創業者応援事業
■中小製造業設備投資補助事業
204億5千万円
■大分市中心市街地祝祭広場整備

事業
■住環境整備事業
■公営住宅建設事業
57億2千万円
■防災士協議会活動事業補助金
■同報系防災行政無線整備事業
■消防車輌購入事業
136億8千万円
■外国語指導助手招聘事業
■スクールソーシャルワーカー活用事業
■大友氏遺跡保存整備事業
4億2千万円
196億3千万円 

りょう

へい

歳入は前年度に比べて
21億７千万円（1.2％）の増加

　市税は、市民税が１億４千万円減少した
ものの、固定資産税が10億円増加したこ
となどにより、８億円の増収となりました。
　また、碩田学園の建設が終了したこと
などに伴い市債が39億４千万円減少し
た一方、介護サービス基盤整備事業費補
助金の増加などにより県支出金が11億
１千万円、大分市中心市街地祝祭広場整
備事業の用地購入費として基金から繰り
入れたことなどに伴い繰入金が39億５
千万円増加するなど、歳入全体では21億
７千万円の増加となりました。

歳出は前年度に比べて
23億５千万円（1.4％）の増加

　歳出を性質別に見ると、私立保育所
等給付費の増加などに伴い扶助費が
14億３千万円、情報システムの最適化
事業の事業費の増加などに伴い物件費
が12億５千万円増加した一方、碩田学
園の建設が終了したことなどに伴い普
通建設事業費が８億２千万円減少とな
り、歳出全体では、23億５千万円の増加
となりました。
　なお、人件費、扶助費、公債費を合計
した義務的経費は、995億３千万円と
なり、13億４千万円増加しました。

■決算に係る健全化判断比率 （単位：％）
実質赤字比率

－
11.25

指標
大分市

早期健全化基準

連結実質赤字比率
－

16.25

実質公債費比率
5.7

25.0

将来負担比率
41.5

350.0
※　表中「－」は、該当比率がない（赤字額がない）ことを示しています

■指標の説明

※標準財政規模…その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の
　　　　　　　　規模を示す指標

一般会計などの赤字額の標準財政規模※に対する比率
全会計の赤字額の標準財政規模に対する比率
一般会計などの地方債の償還やこれに準じる支出額
の標準財政規模を基本とした額に対する比率
一般会計などの地方債や将来支払っていく負担額の
残高の標準財政規模を基本とした額に対する比率
公営企業ごとの資金不足額の、料金収入などの収益
に相当する事業規模に対する比率

・実質赤字比率
・連結実質赤字比率

・実質公債費比率

・将来負担比率

・資金不足比率
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平成29年度 水道事業会計決算

平成29年度 公共下水道事業会計決算

29年度

人件費　３億４千万円（3.4％）

下水道施設の建設・更新などに要する経費　38億９千万円（39.0％）

下水道施設の維持管理など日常の事業活動に伴う収支（収益的収支）

下水道施設の建設・更新などの投資にかかる収支（資本的収支）

収入

支出

下水道使用料　55億８千万円（46.3％）

120億５千万円

118億9千万円

99億７千万円

内部留保資金 51億２千万円 資本的収支不足額 39億２千万円ー ＝ 翌年度繰越資金 12億円

減価償却費に対する補助金等の収益化額　38億6千万円（32.0％）

汚水をきれいにしたり、雨水を排除するために必要な費用、
使用料を収納するための費用など　27億５千万円（23.1％）

固定資産の減価償却費および除却費　75億２千万円 （63.3％）

人件費　３億円 （2.4％）

借入金の支払利息
16億２千万円（13.6％）

収入

支出

借入金　31億６千万円（52.2％）

60億５千万円

借入金の元金償還　60億８千万円（61.0％）

国庫補助金　12億円（19.8％）
一般会計からの繰入金など
16億９千万円（28.0％）

一般会計からの
繰入金など
26億１千万円（21.7％）

※収支不足額39億２千万円は、現金支出
を伴わない減価償却費や前年度からの繰越
金など、内部留保資金で補てんします。

水道施設の維持管理など日常の事業活動に伴う収支（収益的収支）

水道施設の建設・更新などの投資にかかる収支（資本的収支）

収入

支出

水道料金　95億３千万円（87.3％）

109億２千万円

79億４千万円

71億１千万円

内部留保資金 80億円29年度の

大分市の財政は、早期健全化基準・経営健全化基準をすべてクリアしています

給水人口……………… 475,916人 給水世帯……………  218,275世帯 普及率…………………………  99.52％
年間給水量 ………  50,671,995㎥ 1日最大給水量………   149,948㎥ 1人1日当たりの平均給水量…… 292ℓ

資本的収支不足額 52億２千万円ー ＝ 翌年度繰越資金 27億８千万円

減価償却費に対する補助金等の収益化額　７億５千万円（6.9％）

水をきれいにして家庭に届け、水道料金を収納するまでの費用
41億８千万円（52.6％）

人件費　11億９千万円（15.0％）

人件費　２億8千万円（3.9％）

固定資産の減価償却費および除却費　32億円（40.3％）

借入金の支払利息
５億６千万円（7.1％）

収入

支出

借入金 10億円（52.9％）

18億９千万円

水道施設の建設・更新に要する経費　45億２千万円（63.6％）

国庫補助金　3億円（15.9％）
一般会計からの繰入金など
５億９千万円（31.2％）

借入金の元金償還　25億９千万円（36.4％）

分担金など
６億４千万円（5.8％）

収支差益
29億８千万円
純利益（消費税抜き）
26億６千万円

収支差益
１億６千万円
純利益(消費税抜き)
0円

※収支不足額52億２千万円は、現金支出を伴わない減価償却
費や前年度からの繰越金など、内部留保資金で補てんします。

問　上下水道局経営企画課　☎538-2404

処理区域内人口……………  301,524人 処理区域内世帯…………  139,563世帯 普及率………………  63.1％
年間処理水量（※１）……  43,505,531㎥

（※1）年間処理水量・・・処理した汚水の年間の水量。
（※2）年間有収水量・・・年間処理水量のうち使用料徴収の対象となった年間の水量。

（※3）有収率・・・処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水の割合。有収率が高いほど
　　　　　  使用料徴収の対象とすることができない地下水や雨水などの不明水が少なく効率的。

年間有収水量（※2）……  32,981,355㎥ 有収率（※3）　………  75.8％

41億３千万円の黒字決算

１,７78億2千万円（歳入）ー
１,７30億円（歳出）

◎形式収支　48億2千万円

48億2千万円（形式収支の黒字）ー
6億9千万円（翌年度へ繰り越すべき財源）

◎実質収支　41億3千万円

（前年度比46億9千万円減）
市民1人当たりの地方債残高 36万円

（前年度比1万円減）

◎なお29年度末現在の地方債残高は
　1,723億7千万円です。

２９年度の目的別歳出金額と主な事業

給水
状況

業務
状況

特別会計の名称
水道事業会計
公共下水道事業会計
公設地方卸売市場事業特別会計
農業集落排水事業特別会計

－
－
－
－

資金不足比率 経営健全化基準

20.0

■決算に係る資金不足比率 （単位：％）

※　表中「－」は、該当比率がない（資金不足額がない）ことを示しています

各基準は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づくものです。

29年度の

歳出総額
1,730億円

人件費
280億円（16.2%）

義務的経費
995億3千万円
（57.5%）

その他の経費
509億6千万円
（29.5%）

投資的経費
225億1千万円
　（13.0％）

扶助費
519億円
（30.0%）

公債費 196億３千万円（11.3%）

普通建設事業費
220億9千万円

（12.8%）

災害復旧費
4億2千万円

（0.2%）

物件費 193億1千万円
（11.2%）

繰出金 147億円
（8.5%）

補助費 106億2千万円
（6.1%）

投資および出資金・貸付金
39億6千万円（2.3%）

その他 23億7千万円（1.4%）
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歳入総額
1,778億2千万円

市税
786億6千万円
（44.2%）

県支出金 115億5千万円
（6.5%）

地方交付税 91億2千万円
（5.1%）

地方消費税交付金 89億3千万円
（5.0%）

繰越金 50億円
（2.8%）

その他 174億7千万円
（9.9%）

国庫支出金
336億8千万円
（19.0%）

市債 134億1千万円
（7.5%）

問　財政課　☎537-5607
問　財政課　☎537-5607

議会費……
総務費……

民生費……

衛生費……

労働費……

農林水産業費…

商工費……

土木費……

消防費……

教育費……

災害復旧費…
公債費……

9億円
165億3千万円
■地域づくり交付金事業
■豊予海峡ルート推進事業
■国際スポーツ誘致推進事業
■大分市地域まちづくりビジョン策定事業
742億5千万円
■保育所等運営事業
■障がい者自立支援費
■高齢者ワンコインバス事業
136億2千万円
■予防接種事業
■子ども医療費助成事業
■水素エネルギー導入推進事業
2億2千万円
■高齢者と若年者などの就労推進
21億2千万円
■人・農地プラン推進事業 
■おおいた産品創出・魅力発信事業
■大分市産材利用促進事業 
54億6千万円
■企業立地推進事業
■おおいた物産・食・観光魅力発信事業
■「チャレンジ創業！」
　大分市創業者応援事業
■中小製造業設備投資補助事業
204億5千万円
■大分市中心市街地祝祭広場整備

事業
■住環境整備事業
■公営住宅建設事業
57億2千万円
■防災士協議会活動事業補助金
■同報系防災行政無線整備事業
■消防車輌購入事業
136億8千万円
■外国語指導助手招聘事業
■スクールソーシャルワーカー活用事業
■大友氏遺跡保存整備事業
4億2千万円
196億3千万円 

りょう

へい

歳入は前年度に比べて
21億７千万円（1.2％）の増加

　市税は、市民税が１億４千万円減少した
ものの、固定資産税が10億円増加したこ
となどにより、８億円の増収となりました。
　また、碩田学園の建設が終了したこと
などに伴い市債が39億４千万円減少し
た一方、介護サービス基盤整備事業費補
助金の増加などにより県支出金が11億
１千万円、大分市中心市街地祝祭広場整
備事業の用地購入費として基金から繰り
入れたことなどに伴い繰入金が39億５
千万円増加するなど、歳入全体では21億
７千万円の増加となりました。

歳出は前年度に比べて
23億５千万円（1.4％）の増加

　歳出を性質別に見ると、私立保育所
等給付費の増加などに伴い扶助費が
14億３千万円、情報システムの最適化
事業の事業費の増加などに伴い物件費
が12億５千万円増加した一方、碩田学
園の建設が終了したことなどに伴い普
通建設事業費が８億２千万円減少とな
り、歳出全体では、23億５千万円の増加
となりました。
　なお、人件費、扶助費、公債費を合計
した義務的経費は、995億３千万円と
なり、13億４千万円増加しました。

■決算に係る健全化判断比率 （単位：％）
実質赤字比率

－
11.25

指標
大分市

早期健全化基準

連結実質赤字比率
－

16.25

実質公債費比率
5.7

25.0

将来負担比率
41.5

350.0
※　表中「－」は、該当比率がない（赤字額がない）ことを示しています

■指標の説明

※標準財政規模…その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の
　　　　　　　　規模を示す指標

一般会計などの赤字額の標準財政規模※に対する比率
全会計の赤字額の標準財政規模に対する比率
一般会計などの地方債の償還やこれに準じる支出額
の標準財政規模を基本とした額に対する比率
一般会計などの地方債や将来支払っていく負担額の
残高の標準財政規模を基本とした額に対する比率
公営企業ごとの資金不足額の、料金収入などの収益
に相当する事業規模に対する比率

・実質赤字比率
・連結実質赤字比率

・実質公債費比率

・将来負担比率

・資金不足比率
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